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厳しさを増す医療環境下における経営戦略の進め方 
～医療機関M＆A(第三者承継)戦略の手引き<下>～ 

    

    

    

 【上巻の内容】 
｢医療機関Ｍ＆Ａの概要とそのメリット｣ 
｢医療機関Ｍ＆Ａのスケジュール｣ 

 

 

                                            本本本本レポートレポートレポートレポートのののの骨子骨子骨子骨子                                                
 
昨今、医療環境の悪化といった外的要因と、後継者問題といった内的要因
を背景に、事業継続が困難となり病院を第三者へ承継するケースが増加して
います。その一方で、企業経営の手法を取り入れ、病院を買収し再生、もし
くは不動産証券化、債権買取りといった手法にて病院への投資が行われる状
況も見受けられます。このような背景を勘案し、前回の<上>巻では、医療機
関のＭ＆Ａについて、その概要やメリット、スケジュールについて整理致し
ました。 
 
医療機関のＭ＆Ａでは、地域医療の継続が大前提となります。その上で、
買い手側と売り手側の意向、医療制度・会計・税務・法務等の各種制度等を
踏まえて、スキームを構築することが重要となります。 
 
本レポートでは、医療機関のＭ＆Ａで実際想定されるスキーム(｢事業譲渡｣
｢合併｣｢入社・退社｣｢出資持分譲渡｣)について、その概要、課税関係、手続
きについて考察していきます。また買収価格についても、その価格算定のベ
ースとなる、企業価値算定方法(｢簿価純資産価額法｣｢時価純資産価額法｣、
｢ディスカウンテッド・キャッシュフロー法｣、｢類似業種比準法｣)に関して、
その手法、特徴、課題について考察していきます。 
 
本レポートの上巻｢Healthcare note No.09-04｣とあわせて今後の経営戦略
のご参考にしていただけましたら幸いです。 
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